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ま え が き
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1 特定地 区開発計也の とらえ方

1- 1. 港北ニュータウン開発における特定地区Ptl発の意義

ニュータ ウン開発事業に関す る様 々な論議の中で,卒業実現に大 きな形智を与える問題のひ

とつ として自治体財政の問題Tがある｡ 従来の論議0)中心は,当該 自治体内に就業地をもたない

住民に大虫の.都市施設の完備した住宅地を供給することにより,自治体に課され る関連公共

投資の警請と行政需要の増大に対 して,一 般的には 自治体r_とって期待される税収0_)増大か少

く,財政上の7yバランス を発生することや,こうした投資が 可能であるとしても.自治体全

体としてみた公共投資の配分からみて一部地域に極端な集中投資を行 うことに対する問題のあ

ることが あげられている｡

港北ニ ュ-タウン的発に関していえは,横浜市にとっては重点施策のひとつにあげ られてい

る事業であるとはいえ,拡大す る首都圏の人 口圧をうけて急故に人口が､増加している市域全体

に対する行政投資の需要を考えると,港北地区にのみ集中投資を行 うことは,多 くの困雛かあ

るといえるわけである｡

この上うな視野でニ ュータウン的発をとらえるとき,当該自治体に対して大 きな財政上の

【しわよせ ''を発生す ることは,ニ ュ-タウン開発における開発利益の配分上に何 らか0)問題

かあるのではないか,ということが注目されてくる｡

港北ニュータウン開発において発想された ｢特定地区開発計画｣は.こうした意味で.地方

自治体にとって財政上の過重負担で しかなかったニュータウンBi1発車業に対して,何 らかのか

たちで開発利益o)配分方法を検討 し,あるいは事業化の方法を検討す ることに よ()自治体財政

上の負担を軽減できる方向を見出し,よl)積極的に地域の開発を推進す る途を求めようという,

戦略的な事業であるということがで きる｡

1-2. 的発利益の定義

1- 2- 1. 開発利益 とは何か

土地の価値及至価格は,様々な要因に よt)年々上昇 しているが, ここでは一般的な地価上昇

の問題とは別にして,開発行為に上って土地の利用価値がどのように増大しているかという点

について考察を試みることにす る.

初歩的な投資論であるが.現在のあ る利用状態にある土地に対 して,あるBfl発投資を行 うこ

とに1()新しい利用状態を得るもの とす ると,
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従前の利用状態(ニおけ る土地OL)価値

新 しい利用状態における土地6)仙他

賢投

とV･うl与､.1-.:が,!.,I,.ltlで ,わはずである｡

も し, こ0)不TF51jo)向 きが逆であれは,投賢は何 ら利益 を生み出さないもo_)であ り,むだた

粒も｢で;･1'-るといえる.

ここで･ A-L2 - Ll

た,-JA'1-. r日う壬に tるイ｣加仰他とし, p-A- I

Tころ -J78,批う亡に.Eって生じたl純米利益 と定義すること(こす る｡

'LILI-.3㍍. lL,:､ で 古1,r州党によるイ勺力HlLthA他 Aは.挑発によって生じた土地利用の増進であり,跳う巨

利1"tと呼ぶ ことがで きるか もしれないo

ここで卜, これを広義oL)的発利益 と呼んでおくことに して,恥発利益 は, さらに投Yt棚をさ

しひいた Pをさす ことに しておこう｡

丸万をか えて いえは.新 しい土地利月｣を生むためには,従前の土地利用を放粂 しなけれはな

r'たい0)で･上記 L. もーfu'10)投資とみることもで きる｡

そこで･初歩的な投資論をおしすすめてゆけは･上記の Ll 及び Ⅰは･新 しい利用o)中か ら

J't々 0)投Yr者に返 されてゆかたけれはな らない し,Pは何 らか0)かたちで夫 々の投資者及び利

flt名に迎 えされなけれほな らない とい うことになる.

3-2- 2 挑発(ニよる付加仙値の納成

'l･区 御幣理事光に よるもの

土地佐山整理部掛 ニJ:ろthlJ5邑o)付 加価値は,結局のところ,造成卒業に要した総投TIと的党

利4.11に分け られる｡ 関越 とTi:るのは,これ ら0)付加価値か土地の利用価値には ど0)ようにふ ()

/JJけ られるかであるが,区画整理に よって,宅地面l称 が変わって来 る6)で, こ0)舶係を考慮し

Tこけれはr⊂らない｡

各指松 を次oL)ように仮定す る.

土地Tljl棚

宅地面相

公共施設

土地利用佃他
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ここで,公共減歩率 を αとす ると.

a- (S!- sll()/ST 又は ST-S'2 ･ I/(lla)

とな･)IU雌 単相 単価を Ⅰ,眺発仰低単価を打とす ると (Iu･1S｡に対するItilrnlI2k S'いこ

対す る単価 とす ろ )

L2 ･ST- L.･STH o･SoH ･S121

- L ･Sl21/ (1-a)+12･S'L21+万･STl ご ■~ ' = I.- ≡

- (Ll/ (1la )+l2十万)S12､

した がって,整理後の利用価値単価は,鮭敷前利用価値単価を繁灘後0)利用価値単mLlに軌 も

リラを どした値 と,投幣 節と,日日発利益に よって構成 される.

l 施行者 がIo･S｡を併 うために保留地をとって, これを処分 しす ると考 えると, もとO,地主･=

{き

しな

･ら

(Su

かえされ る掛軸 ST は

sT - sl:(1-a)-:l:､～(ll-_aa,'.T22.花 Ⅰ2-ll/(1-a,とすれ

-sT(1-a)(1-12/凡2)

となり,合箕【減歩率 Pは

6- 1-S'f/ sl:

- 1- (1-α)(1- 12/L2)

となるo Lた がって･これをL2 について解 くと

L2- 12× (1-a)/(i-a)-Il/(i-C')

となる,した がって,LIX Sl:と剛 柑 o'S': の単価は Ll/(1-i)で あるか ら

Il/(i-a)-Ll/(1IP)+冗

とr〔って･ ll/(i-a)-Ll/(I-i)が開発利嘉ISとなる.

(2)鉄道建設に よもも0)

鉄道建設による剛発利益帆 そCL)定義か非常に困雛であるが,鉄道かない場合か想定できる

も0)として･鉄迫がない場合o)利用Jrni他をL2･鉄道か建殻 された場合oL)利別 価値を

と. L誉I L2

が鉄道建設による付 加価値 といえる｡

L賢 とす る

鉄道自体0)新線建設投資C)目的は.鉄道経営により超貿収入 を緒 る権利 と施設を孝壁得す るこ

とであるo Lたが って,上に示 したよ うな付加J.lll他OL)中で,鉄道側に返 され るべ き投資分は含

まれていTL〔い という見方がふつ うである. しかし,実際上は用地封が洪大なも0)となること,

な どのために,巡貿収入に みあ う牧粉を こえた 投粉がなされていることが多 く,私鉄 6)新線建

設0)吻合にH . こ0)超過投資を,地仙 二転稼して回収ITる1う宅ftWtL発を何行 して111う似合が

一I3-



み られ る｡

図122-1施行後の土地価格の構成概念

i 施行後宅地面柿 l

(3) 社会資本投下 によるもの

これは,いわゆ る都市計画絢路,

義務教育施設,社会福祉施設,そ

の他の社会資本 についての投資に

よって もた らされ るものである一が,

これ らの投資はいわゆ る公共投資

であり,本来生活利風施設等の意

味で都市住民が享受すべ き性質の

ものであり,いわは,住宅地 とし

て必須のもG)が多い｡

そのような意味では,前述 した

区画整理事業に よLる開発利益 7Eを

増加 させ るものであるといえよう｡

(4) 民間施設投資に よるもo)

商業業雅凝設や娯楽施設等の よ

うに民間資本 が投下 され る施設の

l 施行前宅地面榔 l 建設 によって も, 開発利益は増加

され る｡ 一般的には, この ような

民間投資は,その結果,経営によ

って利益を上げ られるとい う見通しにたって,行なわれ るものである机 中には,経営が な り

たちに くいに もかかわ らず,それがないと生活上不便であるとい う施設 もある｡

1- 3. 開発利益配分の方法とその問題点

1- 3- 1 区画整理事業

区画整理事業における的発利益の配分は,本来この事菜が土地所有者 がお互 いの土地の利用

効率をひきあげ るために行 うような ものであることか らみて も,開発利益は当然土地所有者に

帰属されて しかるべ きものであ るといえる｡ 組合施行の土地区画整理事業 とは もともとそ うし

た性格をもっている｡

したがって,関連す る公共投資 としての都市計画街路建設や 生活環境施設であ る単軌 保健

軌 病院等 の建設,魅力あるシ ョッピングセンターの建設な どを伴なわない,比較的小規模な

"うちわ "の区画整理においては,開発利益配分の問題 が表面化す ることは, まれである0
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Bl131-1区画整理事業における開発利益のゆ くえ
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図131-2開発利益の うちわけ (関連事業全体 を行 な う場合 )

開発 に よる利益 の

き S!

｢ ノtll ~｢

- ≧:-.-x

歪診 …お頭杉 ==-=L={{L=
′′

顔 " -..奏簸 笥2(++〃珍拾2+2L+++++++++++++1

区画-?.i.LE理による部分 渋≦

常 套姦 招 菜≡=g

施行 後の換地の総価格

施行前の宅地の総価格

a

施行後換地の うち,施行前の宅地総価格 に等 しい部分

保留地処分総餓 (区画控理事業懲)

開発による利益 (ふつうは地主に帰属するが本来利益を受けるべき主体は様々である)
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図131-3開発利益のうちわけ (区画整理のみの場合)

汐,A

[コ

田

施行後の換地の総価格

施行前の宅地の総価格

施行後換地のうち施行前の宅地総価格に等 しい部分

保留地処分総領 (区画整理事業懲)

開発による利益 (地主に帰属さYLるべきもの)
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10 20 30 40 50千円/れ･ 処分価格

図13.1-5

保留地処分価格 と合算減歩率の関係

公共減歩率α-25%

事前評価額 し-6600円/m'

工 事 TL=R I｡-2800円/m'(地区全体に対して)
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｢

開発利益配分の問題 がでて来る0)紘, こうした大規模な関連投資が行なt'れるニュータウン

開発などの場合である. ここで問題 となる各種関連投資に関係したEIf]発利益配分については.

後に譲ることとして,ここでは,上述した ような土地所有者相互で行われる区画整理事業の開

発利益配分 という考え方 と,実際のケ-スを比較して問題点を求めてみることにす る｡

港北ニュータウン開発の土地区画整理卒業としての諸元を次のようなものであると仮定す る｡

(衷 1- 3- 1- 1.)

施 行 前 施 行 後

土地利用 公共用地 3% 27.5感

民 有 地 97% 72.5%

渡 歩 妥 公 共 25.2%

歩 留 地 9.8%

% # 35.0%

土地価格 6600円/〟

エ 280loFVn{

ここで,先に述べた方法

によって,開発後の土地価

格を計算すると.

L - Il/ (′-α)2

-2800×1/097/

(035-0252)

-29549円/〟

とな る. この価格で保留地

が処分できるとすれは,

L1- 6600円/〟 という

価値の土地をもっていた土

地所有者は･面和は (116)倍に- るが,L2- 29549円/dという価値の土地をもつこと

になり,その価値の合計は,

L2(1-♂)×Sl-(Ⅰ.(トーク)/(クー｡))×S.

-19148(円/〟)×Sl

となるわけであり･6600円/一㌔×S.との差は,-開発利益であるo

L2- 29549-Ll/(1-i)+n=

により脱党利益は,開発後の宅地面積当リにして,

Tr-29459-6600/0.65

-19305(円/〟) ＼

とい う多額になる｡

ここでの問題は.公団が 36%を6600円で先買し,さらに 98%の保留地を,この事後評

価で買凝ることになるので .公団取得地の平均価格は買収費と工事封の和を減歩後の先買地面

朝 と･保留地面横の和で除して,

LJHC=(6600×03一路 2=8α0〆,0,9.7)/(036×0.65+0098×0.97)2

-15993(円/〟)

となるので,公団 自体としては,宅地の平均価格はさほど高 くならないo

Lかし･先に罪出したL2-29459円/d 開発後の利用価値にみあったものであれは, これ
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〇〇

麦

防

で公団 自体としては大きな メ1)ットを受けることになるし,公団による先買に応 じた土地所有

者と,あとまで残った土地所有者, さらには公団 自体の間o)開発利益配分には大 きな差か生じ

て くることになる｡

1-3- 2. 鉄道建設事業

鉄道の新線建設の場合の開発利益の不当な流出については,すでに多くのことが論じられて

きているか, このような不特定な利用者を対象とした施設の建設に伴 う開発利益の処分6)間組
●

紘 ,実際上多くの困難が伴 う｡

一般的にいえは,新線建設によって多 くo)開発利益を受ける土地所有者からは,その受益のIlt

限度内で,受益者 負担をとる,というようなことが行えれは,最もよいわけであるか,そCL)受

益の程度を評価することも困難であるし,受益 の範囲を限定す ることも困難である｡ こG)あた ･

I)の事情か,下水道のように受益の程度や受益範囲を把握Lやすい施設で,受益者 負担金利が

行なわれているのとの差 となっている｡

1-3- 3 社会資本投下

都市計画街路や,義務教育施設,社会福祉施設のような社会資本投下は,たんにニュータウ

ン開発地区だけの問題ではなく,全ての市民(i:とって共通の問題であり,これ ら0)資本投下に

ついての開発利益の問題をニ-/ タウン地区内の問題 としてとらえ･そこか ら･還元を求ゆる

ことは.釈 ()となるといえるだろうO これ らo)施設の設置は,本来納税者 として0)市民が,当

然要求できる性質のものであり,市当局 もこれをその行政の内部で処理す- き性質0)ものであ
▼

る｡

しかし,ここに注意しておかなけれはな らない問題 があるoそのひ とつは,施設水準0)問題

であ(),もうひとつは,設置時期の問題であるか.いづ九も,都市全体の施設水準と施設分布

のJ,-ランス上6)問題である｡

すなわち,港北ニ ュ-タウン開発のような,大規模な新規住宅地開発の場合, ともすれは.

施設水準は一般市楕地にくらぺて相当に商いもo)となりがちであるということと.市域 内でも

まだそのような施設が普及していない段階で,ニ ュー タウン内にはいちさまや く設置されるとい

ったことがしはしはあることである｡

これ らの点か ｢ニ ュータウンは金がかか る｣ といったかたちで批判 される材料となっている

ことも否めない事実である｡

1-3-4. 民間施設投資

百貨店等を含む魅力あるショッピングセンターを もつ ととや,ポーリング場などのような娯

楽施設を もっ こと, さらには,私立学校な どが多くあることな どは,いづれも,関按的に住宅

地としてのイ メ-ジを高め,地区の開発に相 当な開発利益をもたらす ことは事実であるo Lか

しなから,これ らの民間資本にとっては,投資を行 うことが経営的にひきあう見通しがあるか

らこそ,施設建設にのり出して来るわけであるから,積極的に開発利益の還元の問題を考える

- ll -



必要はあまり多 くない｡

むしろ,逆にこのような民間資本の場合,当然企業側で負担すべ き駐車場施設等を他に依存

す るような場合 もみられるので,必要な駐車場や歩行者用の施設などを,できるかき(),企業

側で負担してもらうような方策 が必要であるO

もうひとつの問題点は,これらの施設の立地時期と,土地処分時期のずれの闇鵜,がある〔

この場合,このずれの期間内の土地の確保を どのように行 うかによって,開発利益の行方 が

変って来ると考えられる｡ また,中心地区の場合等では,成立時期のずれを うまくコン トp-

ルしないと,計画的な商業地区建設か 困難 となる｡

11 4 横浜市の立場からみた開発利益の適正配分の方法

1- 4- 1. 区画整理事業上の方法

すでに指摘したように,区画整理事業における開発利益は,鮒発後の利用価値から開発前の

利用価値 と事業質を さしひいた残いであるから, この開発利益が土地区画整理事業のみによっ

て生み出されたものであれは,当然関係す る土地所有著聞に配分 されてしかるべ きものである｡

ところが,実際上は開発後の利用価値は,関連 して投資 される鉄道建設,地区外と結ぶ都市計.

画椅路整備,学校病院等の施設整備,商業施設や業務施設等の整備が行われて,地区が生活利

便 上高度に整備 されることがて前提となっていることは言 うまで もないことである｡ した がって

このような開発価値論の原則にしたが:えは, 当然,土地所有者に残るべ き土地の面積はもっと

縮少 されてよいはずであり,この減歩増大の部分が何 らかのかたちで開発利益増大に寄与 した

様な開発主体に返 されるべきであるということができる｡

問題はそのかえしかたであるが,増換地,創設換地な どの方法 も考えられ るが,金銭清罪の

問題が残 ると思われる.

ひとつの方法としては,Bfj発後の利用価値に相 当す る価格で処分すれば事業費を倍って余 り

ある程度に保留地をとって,保留地処分価格にゆと()を もたせ ,開発利益増大 に寄与 した開発

主体に,適当な低価格で譲渡す ることによ(),い く分かで も開発利益配分の適正化をはかるこ

とか考えられる｡

先に試罪 した結果のように,予定の保留地を処分すべ き価格はかな り高 く約 30000円/m'

であるので,公団が取得 しないで,一般市場に出した場合,この価格で処分できるとはかざら

ないo Bfj発後の利用価値に対応す る価格としてのL2 は, もともとこの ように市場性のある価

格でなけ九は無意味である. もし,公共減歩率,保留地減歩率及び工事費 よ()算出した必要処

分価格で保留地を処分することが一般市場で不可能な場合は.その差額は,住宅公団がその先

買地の中でもっていた開発利益をはき出して埋めてゆ くことにな るわけである. 通常,区画整
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｢

理事兼に対す る地元との交渉過程で合界減歩率はあまり高 くない線でお さえられて来ることが

多いので,一般土地所有者のtIH発利益は保存 されたまま.住宅公団はその開発利益の一 部をは

き出していることが多いO さらに,学校その他の公共公益施設用地を公団か ら自治体に対 して

低価格で譲班す る場合があ(),公B]は さらに多 くのBtl発利益をはき出す ことになる｡

住宅公団が公共的11:目的をもって住宅地Elrl発を進めるべき地位にある以上,このようなBfl発

利益のは き出しは当然負担しても異論がないともいえるが,一般土地所有者 に残る漠大な開発

利益のゆ くえについて一考もしないのは不 当であるといえる｡

区画整理事業をべ-スとした大規模住宅地開発における開発利益の適正配分の問題を処理す

るためには,工事野を旧 うべ き保留地の平均処分単価を市場価格よ()相当低 くとっても採罪が

とれる程度の高い減歩率を確保 した うえで.保留地処分価格に格差をつけ,朗発利益増大に寄

与 した様々な開発主体に対 して,市場価格にくらべて充分低い価格で譲渡す ることを真剣に考

慮すべ きである｡

1-4-2. 地方税制上の方法

住宅地開発に伴 う地方公共団体の財政上の困掛 ま,大 きくわけて二段階の問題があるO

第 1は,建設時における問越であt),第 2は,経常的な問題である｡

建設時における問題は とくk:その溌大な建設投資に対す る資金的な うらずけが不充分である

といったことか らおこっている. ニ ュー タウンBtL発に伴 う関連公共公益施設整備は.短時間の

うちに一定 レベルまでの投資を強いられるので,財政的な手当が必賢であることは,すでに計

画された大規模住宅地開発に関連 した地方 自治体財政の シミュレーションによって明 らかにさ

れてお(),建設若手から 10- 15年間にわたってきわめて大きな歳 出超過が予想 される｡

こうした問題 に対応 しては,国庫支 出等,外部からの援助が望ましいことは言 うまで もない

が,建設時期における資金手当としての起倍の充実 とその内賓の検討が必要である｡ また, こ

の建設資金 としての債務の供述についても,高水準の行政サー ビ ス需要と重なって,財政上の

問題 とされ るが,起債の旧道期限の延長等の対策 と同時に,高い行政サ-ビス水準にみあう市

税としての歳入確保のため特に固定資産税の課税標準の定め方に注意する必要がある｡

すなわち,現在の当該地区は,戊地,山林を主体 としているので総体的な評価季掛ま低 くお さ

えられているが,宅地開発によ(),大巾に公共公益施設が整備 され,公共サー ビス水準が大巾

に上昇するのであるか ら, これにみあう税収を確保できるだけの適碓な固定資産評価を行って

ゆ くことが必要となる｡

このことは,市 当局が行政背任 として整備 しなければならないことになる｡ 関連公共公益施

設の設置による開発利益を.吸収す るための,基本的な方策であるといえようo

このような問題点については,開発に伴 う財政状況についてのシミュレーシ ョン研究を行っ

ておくことは,ぜひ必要であると考え られる｡
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1-4-3 事業化テクニ ック上の方法

宅地Bfl先により,開発利益が生ず るということは,一定の開発投資を行 うことによ(),造成

された宅地は,原価 (公共減歩及び保留地減歩の負担 )をは るかにこえる時価がつけられると

いうことであり,いいかえれば,宅地の利用価値が大巾に上昇す るということである｡

土地区画整理事業をベースとして宅地開発を行 うとい うことは,この利用価値の増大分はほ

とん ど土地所有者に帰属されるとい うことであl),この間の問題点と対策については.すでに

基本的な原則論をのべてきているが,ここでは,さらk:この利用価値増大に伴 う利益を,時価

引上げに貢献 した様々な開発主体に返還す る方法を,事糞化のテクニ ックの面から探求 しよう

とするわけである｡

端的にいって,土地の利用価値増大による利益を吸収するためには,次のような手段が考え

られる｡

1. 土地を原価で手に入れ,時価で売却することにより,差益を吸収する｡

2. 土地をさらに高度利用す るような建物の建設を行 うことによt),建物の売却によって,差

益を得 る｡

3.風 上の建物を賃貸経営することによ(),年 々収入を得る.

4 本来.公的に整備すべ きであるか もしれない施設の建設管理等を,高い利用価値の土地を

原価で手 に入れた,民間企菓等に負担させることによl),公的投資を少 くす る｡

以下,これらの手段について,具体的な問題の検討を試みることにす る｡

土地売買による差益を もって開発利益 の還元にあて ようとす る場合には,開発利益の還元を

うけるべ き開発主体に原価で土地を取得させなけれはならない｡ その具体的な うらずけとして

は,先に.1-4-1,で述べたような,保留地処分における低価格処分の方法がとられる必要

がある.

また,商業,業務施設等のように,人 口定着にしたがって段階的に整備されてゆ くべき民間

施設について,その施設用地の処分を,区画整理事業の処分時期とず らせて建設時期に近づけ.

その臥 用地を何 らかの主体で保留してお くことにより,時価の上昇を含めた親発利益の吸収

をはかることが可能であると思われる｡ このためには.用地を リザーブしておく主体 として,

市当局が充分 コン トp-ルできる公益法人 としての開発公社乃至,特殊会社の ような的発会社

等を考えるべ きである｡

施設の建設と分譲による開発利益の吸収は,ひきあげられた土地の利用価値を最大限にひき

出す方策のひとつであ(), また,施設を計画的に7-ロクラムにのせて建設 してゆ く方法ともな

ち. これはまた,施設の貸貸経営によっても可能となる問題である｡

具体化のための手だてとしては,上記開発会社あるいは開発公社が.建設7lpグラムに合せ

て,効率的な施設建設を行い,適切な経営を行 う企業体に譲渡す るものと考えてよい｡ この場

令.関連する歩道,アーケー ド,ベデス トl)7ンデ ッキ.ノて-キンク等を併せて建設分譲する
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地の譲淡にあたって,譲渡条件 としてこれらの施設整備や建築協定を義務づけ るということが

考えられる｡

以上.いずれの方法をとろにして も,これらの方法を採用すべ き地区は, 開発利益の大 きい

地区,すなわち,完成時および将来の時価 と造成原価の差の大 きい地区において,保留地とし

て処分可能な土地を大 きくまとめてとることが必要である｡

このような方法については,大阪府和泉市において,駅前の工場跡地を商店椅用地として造

成分譲し,防災建築梼区造成を行なわせ市財政に対して相当な貢献をした,和泉市開発公社の

事業の例や ,群馬県太 EEI市において,駅薮の土地区画整理事業において,保留地を新 しい駅前

地区にとって, これを処分 し,防災建築緒区造成を行なわせた太田都市計画九合土地区画整理

事業の例などが参考となるC

1-5. 特定開発地区の選定

特定地区開発計画の目的と,上述 したようなElrl発利益還元の手法を併せて考えると,特定地

区開発 による開発利益の還元は,主として最後に述べた事業化テクニ ック上の手法を考えると

いうことに結論づけ られ る｡

したがって,特定的発地区は, この事法の適用が最も適切に行い得,しかも.効果の上 る地

区を対象として選定すべ きであることは明白である｡

1- 5- 1 候補地

特定地区開発の対象地区として候補地にあげ られるのは.

(1) 自然発生的Kいって高い地価となると考えられる各地下鉄駅の周辺地区 (A～F駅 )

(2)広域的な立場か らみて,自動車普及に伴って自動車指向性の強い新 しい商業業務立地によ

l)発展す る可能性をもった広域幹線道路のジャンクション周辺地区

(3) 地区内にあって,広域的な施設を誘致し,地域の核とす ることも可能な誘致施設地区

(4) 地区のシンボル的な性格を もたせ,公共公益施設や誘致施設を中心とした地域センターを

構成す る可能性をもった中央公園l及びその周辺地区

な どがあげられる｡

1- 5-2 タ ウンセンターの立地

昭和 43年度に日本都市計画学会が作成 した港北ニュータウンマスタープランの原案では,

地域構造として,従来のニューク ウ/とは性格的に大 きなちがいを もつ,地下鉄網を足がか

()としたポ リセンクーシステムが提案されてい る｡ これは,地下鉄を軸とした住宅地の形態
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としてはごく自然であり, 自然発生的な商業核の発達 も考えられ,従来の多 くのニュータ ウン

計画でとられて きた ワンセンター システムと臭った魅力を もっている｡

しかしなが ら,薪に特定地区開発 とい うテ ーマがと()あげ られたことは,開発利益の配分の

適正化をはか るね らいか らであ り,当然開発利益その ものを大 き くす る方策や,最も効果的に

開発利益配分 の適正化を行えるEIt)発地区 の選定が要求されて来る｡

このような視点か ら,地下鉄駅を 中心 としたポ リセンターシステムの上 に,ワンセ ンターの

メリットである施設の集積による魅力の増大 と, これ に伴 う開発利益の増大 とい う効果を重ね

あわせるために,駅周辺商業核を結ぶかたちで,地域全体のセンター となるような商業核を考

えることが環示されたO このセンター地区には,商菓施設をは じめ,兼務施設,公共公益施設,

娯楽施設や高層住宅等を集 中的に配 毘す ることとし.視覚的に も地域センタ- としての7-メ

ニティを創 l)出す るように考える｡

センター地区を どこにえらぷかは,地下鉄駅 の配臥 幹線道路網の計画,全体 としてみた人

口配毘計乱 センター-集 る人 々の利用交通手段の想定な どか ら決せ られるべ きものであるが.

ここでは,以下 に示した ようなス タデ ィの結果として,仮称 D駅とE駅を結ぶ地区 が適当であ

ると結論 された｡

1. 特定地区の候補条件の重な りあいのチェ ック

2 地域全体の 中心位のチェック

3. 3号線 が先行す ると考 えられる地下鉄建設プ ログラム

4. 鉄道指向性 と道路指向性を共存 させ,段階的移行の可能性を持たせ る必要性からみた立地

探索

地 区 地区内での位置 交 .ン通 条 件 施 設 立 地

A癖周辺 北東VC偏かすぎるo 4号俵がおくれた場合 東京.横浜への流出を
南地区からの利用に難があるC .,ILよめみ.tを.ち - 止めにくレ､

B駅周辺 北VC煽る. 同 上 同 上
南地区からa)利用に難があるo 広域上bC)接近性不良

C駅周辺 西北に偏る○ 地下鉄分岐点がよい条 同 上
多摩ブラ-ザとの関係が問題と72るD 件

D駅周辺 やや南エDだが比較的中 第二外事が使える 公共公益施設との関連
心に近いO中央公園との掛取良 がとbやすい

E駅周辺 やや南VC偏る 通勤新線と地下鉄の接 横浜への流出のチエツ

続駅となる可能性釣にきい丸子I堅木線が使える第二外賓も使える

F駅周辺 南東に偏る 地下抄 録も早く到達する 同 上

DE間誘致施設 ほぼ中心に来る 地下鉄､第二外覆丸子 自動車指向性を強調し厚木根との関係が利用 た高菜施設の立地性が
可 大きい

ー17-

1-5-3. 候補地の

評価 とケーススタディ

の選定

ここでは,各候補地

区の性格か ら可能性を

評価 してみる｡

以上の ように,評価

から考 えて,特定地区

別発計画のケーススタ

ディ としては.地域の

中心としてのタ ウンセ

/メ- としてのn駅 と

E駅を結ぶ地区をとり

あげることk:より.D



駅周辺, E駅周辺,中央部誘致施設地区･中央公歯等の条件を含めて検討することができると

考える｡

◎ 各地下鉄駅の周辺地区

広域幹線道路のジヤクション周辺地区

誘致施設地区

中央公閲およびその周辺地区

しこ.=_=====ここ占ん

ー18-
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2 特 定 地 区 の 構 成 と シ ス テ ム

1 港北ニ ュータ ウン内の施設構成 システム

1-1. ワンセンターとポ リセンクー

薬において提示 されたポリセンター システムは,地域内の性格の均質化がはかられること,

発生的な核づ くりが容易な こと,な ど,串菓実現上 きわめて現実的な メ リッ トを もってい

しかしな が ら,反面では施設の集胡皮が低いため,地区内での充足度が低下す ることや,

的な幹線道路の開通 と自動車普及をバ ックに立地 して くると予想され る大商業資本 による

型

不

れ

シ ョッt:-ンクセンターの立地を充分 コン トロールで きず,駅前商業核の存 立基盤にも,

安を生ず るo

ポリセ ンターモデル

に対 して,反対の極にあたるワンセンター システムにあっては,地域全体の核 としての

メ-と,睦区 内の小シ ョッピン グコーナーの様な構成を とることになるので,地域全体の

ビス水準を考えるとき,核の建設プログラム,アプローチの確保な どの問題が多い｡
^
l

ワンセ ンターモデル l

S.C

く一一一一一一 ------>

- =- ≡ ≡ ~三 三 = ~
l
V _19_



乱■

しかし･ ワンセンターを作 ることによ()施設の集積度をあげることができ るので,地区内で

の充足度は飛躍的に大 きくなるし,周辺地区からの利用 も大 きくな り, ニ ュー タウン内に止ま

らず･周辺地域一 帯の リー ジョナルセンタ-を構成す ることは肴易に考えられ るO

第三 のモデルとして登場す るのは,上記二つのモデルの折衷案であ り,両者 の特性を合わせ

て より効率 よく,計画推進の現実性を高め,地域のサー ビス水準を上げ ようとす るものである｡

すなわち･その方法は,ポ リセンクー システムにおいて,各駅 中心のセンタ - と密接につなが

りながら'広域的幹線道剛 旨向にも向 くような性格を もった中心核を計画的に造成す ることに

より･地域内での充足率の向上 ,周辺か らの利用の拡大をはか るとともに,地区内のサー ビス

水準の確保をね らお うとするものであるo

つ まり,ポ リセンクーシステムにおける,各駅 中心 の地区センタ-の規模をおさえるととも

に･引画外で民間立地 が予測 され るショッピングセンタ-を吸収するような中心を計画 に組み

込 むことである｡

修正 ポリセ ンターモデル /～

i----ll---

/′

････□

S_C

I
d
T
I
J
V

-一一---一一一>

2- 1-2･ 商業核の段階構成,集殻度 と消勢吸収力の評価

商業頓の規模が拡大 し, よ()多様 な内宵をそなえて くるにしたがって.その商圏は拡大 し,

より広い地域か ら客を誘致す ることができ, また より多くの消勢をその商業蔵 内で行わせ るこ

とができることは･概念的には明白であ l),都心,,副臥 し､商業の発展がそれを よく示 してい るO

しかし,引画的に商業核を造成す る場合適正規模は とれだけであるのか,あるいは, どれだ

けの規軌 内容を もては どれだけの消勢を吸収できるか. とい った ことが解明されなけれほな

らないのであるが･現段階では こうした問題に対 して理論的に,実証的にしか も計画ブ p-t:ス

と関連 して解答を与えてくれる手軌 ま,見出されていない.

消焚者の行動を,商業核の規軌 構成 内容,立地等によって説明す る明解でオペ レーショナ

ルな行動モデル等の研究が急がれるゆえんである｡

現段階では,前項で述べた修正ポ リセンクーシステムとして, 中核 となるシ ョッピングセソ

ー20-
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,できるだけ広域から利用され充実した ものとす るような方向で,各都市'Iにおける消

試料を考慮して,消費の流れ方を予測し,規模罫定を行 う以外に適当な方法を見出せな

o立川市を中心とした都下各市町村

o高槻市

o福井市

o山鹿市

o和歌山市

施設丑の推計

1. 商業施設蕊の推計

0年次の商業兼務施設の成立可能性については,別項で検討されているが,ここでは

に対応 した商莫施設の成立規模を推計することを試みた｡

方法としては,まず対象人 口を地区内と地区外に分け,夫 々の人 口に対して港北ニュ-

ンクーで消貿す る購買額を推定し,これ よb売場面積 ;必要施設規模を予測した｡

増加の推計

まて..～つ.LIi
況f

･
加増口 . ｢総合建設費の検討｣の項で用いている昭和 50年～

年次人 口を用いることとした｡

ついては,その限定範囲の決定について様々な論議があったが,周辺地区に現存

現状及び将来発展の完全におさえたうえでなけれは正確に把握できないことは明

周辺地区にある比較的大 きな商業地としては,町臥 溝の口,元住吉な どがあげ

他にも各鉄道駅前に最奇商業を主体とした商業地が定着しているので,港北ニュー

ンクーに対す る第三次商圏としての周辺地区はかなり狭 くなるものと考えなければ

-タウン内をとおっている計画街路としての丸子厚木線及び第二外環状級 (いづ

の全通を考慮すれは,既存の第三京浜道路,国道246号線等との接続によ(),か

･らのアブ p-チも,時慨的には充分可能性が出て来るので,ショッピングセyクー

tJ ウンセンター 自体がそのような消智者をひきつけるだけの魅力を もったもの

とすれは,相当規模の郊外型 自動車指向シ ョッピングセンターとして広い範囲から消野

つめることが予想されるO

で, ここでは一応第三次圏として港北区全体と考え,その中からの消費の吸収率を自動

や道路整備を考慮してしだいに増大 してゆ くもの と考えることとする0

-21-



港北区の人 口推計については,時系列推計の方法では長い将来予測に対しては不安定すぎる

と考えられ るので,人 口密度と次の 5ケ年 間の人口増加率が対数函数 として近似できる (人 口

密度がヘ クタール当り100人以下 くらいの範囲で )とい う経験則を用いて,推計す ることに

したO この対数 函数の推定は,昭和 35年の人 口密度と35- 40年の増加率についての,叔

浜市区部のうち中'西の両区を除いた 8区のデータから最小自乗法によって回帰式を計芳 し,

次の式を得た｡

logY=1.9229-0.0139Ⅹ

但し Ⅴ :5年間人 口増加率 (%)

Ⅹ:人口密度 (人/ha)

これにより,昭和 75年 までの人 口増加を予測した｡

(表 2- 2- 1- 1及び図 21 2- 1- 1参照 )

表 2- 2- 1- 1

年 次 10gY Y (i ) 人口密度 人 口t t-t+Sの増加率 (ノ>′ba) (千人 )

40 1.65602 45.3 19.20 235

45 1.53509 34.3 27.90 340

50 1.40207 25.4 37.47 457

55 1_27002 -18_6 46.97 573

60 1.14839 14_1 55.72 680

65 1.03943 ll.0 63.56 775

70 0.94267 8.8 70.52 860

rl 支 出額の推定

世帯当()の消費支出親及

び五大費目に関する構成比,

各祭日のうちの店舗関係支

出割合については, N.R.

C･ による推計値を用いる

こととしたが, 65年～

75年については,消賛支

出額の伸率を 5年間で20

%と仮定 し,推計を延長して用いた｡ (表 2- 2- 1- 2 )

これにもとづいて,人 口1人 当りの各祭日別の消費支出を年次別に求め,各貿 日の中を都心

性消費と近隣性消費に区分 して, この二つの性格別に 1人 当りの支出額を予測 した.(表22ユー3)

ノヽ 住区区分と消勢の流れ

地区内居住者 については,居住地を各駅勢圏及び住区に仮に区分 し,各住区内の居住者の消

費の流れ方を,近隣性,都心性に分けて夫々,近隣店乱 駅周辺店舗,中心地区店舗,横浜都

心店舗の 4グルーブに対 してどのように配分されるかを (表 2-2-1-5.)のように仮定 し

たo (住区区分 については図2- 2- 1- 2参照 )
＼

これにもとづいて,各位区画の消費支出 (表 2- 2- 1- 4 )が各消勢地にどのように分配

されるかを計算 し (表 2-2- 1-6),消費地別に売上高,成立す る売場面積,建物面積を

推計した｡ (表 2- 2- 1- 7 )

ここで,売場面積 1'ガ当りの年間販売鎖を,昭和 55年から75年 までに駅の ように増大す

るものと仮定している0
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図221-3

ニュータウン内全体の商業施設建物延床面積
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区122.1-5

商業施設供給計画

亭5 60 65 70 75-軒 .



2- 2- 1 商業 施設量 の推計 /資料 )

表 2-2-1-2 家 計 支 出 額 の 推 定

年 次 50l 55 60 65 70 75 店舗関係支出割合

消費支出総額 78,600円 103.500円 128,040円 153.648円 184.377円 221.253円 loos食 費 32_5% 30.7% 28.9% 27.1% 253% 23,5%

住 居 資 13.8 14.7 15.7 16.6 17.6 18.5 60

光 熱 費 4.3 4.3 4.2 4.2 4.1 4.1 28

被 服 費 10,4 10.3 102 10_1 10_0 9.9 100

雑 費 39,0 40_0 41.0 42.0 43_0 44.0 20

昭和 50-60年は N.R.C推計 (5万人以上都市全世帯 1ケ月世帯当り金額と構成比)
昭和 65-75年は 50-60年をもとにR工Aで延長
消費支出伸率は5年につき20盛

衰 2-2-1-3 1人 1年 間の店舗 関係支 出額 (N.R.C推計 に もとづ き 1世帯 - 3.66人 として計算 )

年 次 55 60 65 70 75 都心性消費 . 近隣性消費

消費支出合計 339,344円 419.803円 503,764円 604,515円 725,420円 - -

食 費 104,179 121.323 136,520 152.942 170,474 20% 80%

住 居 費 29,930 39.545 50,175 63.837 80,522 90 10

光 熱 費 4,086 4,937 5,924 6.940 8,328 0 100

被 服 費 34.952 42,820 50,880 60,452 71.817 95 5

維 27,148 34,424 42,316 51.988 63.837 60 40

店舗関係支出計 200,295 243,050 285.815 335.159 394,978

うち 都心瞳消費 97.266 121.189 146,187 176,664 213,093



袋 2-2-1-4 近隣商 淵別 人 口及 消受金 額

人 【コ 近 隣性 消費額 (盲万円 ) 都心性 消費額 {盲万円 )
50 55 60 ! 65 70 75 5'.5 60 65 70 75 55 60 65 70 75

AOAlA2A3A4AAli5 13.05817,256 17,79423,513 22.36029.547 26.88035.520 27637000000000000000000000 1.3451.778 2.1682B65 3.1224.126 4,2875.665 5.0936,730 1.2701.678 2,1562,850 32694.319 4.7496,275 5.9677.884

BOB1 ll,193 15,252 19,166 23.040 24000000 1.153 1.859 2,676 3.675 4,365 1.089 1.848 2.802 4,070 5,114

B2,Bli3 ll.659 15.887 19,964 24,000 7,1225000000000 1.201 1.936 2,788 3.828 4,547 1.134 1.925 2918 4240 5327

cOC1 12.592 17.158 21.561 25,920 27,3000000 1.297 2.091 3,011 4.134 4.911 1225 2,079 3.152 4.579 5,754

C2C_cli3 7.928 10.803 13.576 16.320 8617.000000000 817 1.316 1,896 2.603 3.092 771 1.309 1.985 2883 3623

DODlD2D3I)4D5I)6I)7D1-7 16.32325,650 22J24234.952 27.95043.921 33.60052,800 31841212955000000000000000000000000000 1.6822.643 2.7104259 3.9036.133 5.3598.421 6.36610.004 1.5882.495 2.6954.236 4,0866421 5,9369328 7,45811720

EOEl丑2E3E4E5E1-i ll.65910.727 15.88714.616 19.96418.367 24.00022,080 .256623623000000000000000000000 1.2011,105 1.9361.781 2.7882.565 3,8283.522 4,5474.183 1.1341.043 1.9251.771 2,9182685 4土403,901 5.3274901

FOFlF2F3F4F5F1-5 13.991ll,193 19.06515,252 23.95719.166 28β0023.040 3057,1011.24.000J)00000.000.000000.000 1.4411.153 2.3231.859 3,3452.676 45933.675 5,4574.365 1.3611.089 2,3101.848 3.5022802 5.0884070 6,3935114



表 2-2-1-6 近隣商 圏別 ,店 舗 位置 別 売上高

近 隣 店 舗 駅 周 辺 店 舗 中 心 地 区
55 60 65 70 75 55 60 65 70 75 55 60 65 70 75

AO 3682 1228 2060 2966 4072 4838 67 108 156 214 255
A1-5115618622682 4375 533 860 1238 1700 20197 898 143 206 283 337

BO近 B1-30 7811258181224882956 10953601232 17665811986 25428362860 349111483927 41413644665 56065 9397105 134139151 184191207 218227246

隣 cc1-3位 o 531 855123216922010 245841 3951355 5691952 7812680 9283183 41841 661355 951952 1302680 1553183

D消 D1-70 7182768398654746503 529601 852968 12271394 16841914 20012274 396601 639968 9201394 12631914 15012274

費 Ef～50 7181158166722892719 2211369 3562207 5135178 7044363 8375184 16672 267116 385167 528230 627273

FF1 5 7491208173923892837I) 346137U 558 8033199 11034364 131051と;4 58 93 134 184 218

E 822 1324 1907 2618 3111
60年計 27103

-近 隣 店 舗 駅 周 辺 店 舗 中 心 地 区 都 心 部

55 阜p 65 70 75 55 60 65 70 75 55 60 65 70 75 55 60 65 70 75
AO - 318 539 817 1187 1492 635 1078 1635 2375 2984 318 539 817 1187 1492

A1-5 - 336 570 864 1255 1577 923 1568 2375 3451 4336 420 713 1080 1569 1971

BO 272 462 701 1018 1279 545 924 1401 2035 2557 272 462 701 1018 1279

都 31～30 227306 385520 584788 8481145 10658 6246 3 10590 160576 233222 2930877 284 481 730 1060 1332

･L.' CB c;73 154159 262270 397409 577594 14 9725746 14241032 1 407201752 1510922656 9015863858 219934848 306193397 520327674 7884961022 11457211484 14899061865

消 D1-7受 EO 3741136 635193266 96329203 13994248 1758533 14977376 254212513 38531897 55972756 70323463 624284 1059481 1605730 23321060 29301332

E1-5FO D 15340 578 4876 5 51272 7351598 26681 1061150 16111751 25362544 29413197 261340 443578 671876 9751272 12251598

E 269 459 695 1009 1268 60年計 26952

芸 i9.0,日 …三… 2456Z… 3663…; .7;878,11450 1 921 3 2882 6 4 10 79 51485 60年計 54055



袈 2-2-1- 7･ 店 部 位 濫 別 年 間 販 売 額 及 完場 面 棟 ,建 物 面 硬 ,敷 地 両 横

売上高 (年間 ) (首万円 ) 売 場 両横 (め一) 壌 物 面 横 (m') 敦地面横 (77P)

55 60 65 70 75 55 60 65 70 75 55 10 65 70 75 55 60 65 70 75

中心地区 114501921328826410795148526752362514532&53838562063344045314566556729870258 46839

A 駅 2415 4029 5885 8214 9926 5642 7602 92531076510836 7053 9503115661345613545 9030

B 駅 1954 3194 4663 6505 7855 4565 6026 7332 8526 8575 5706 7533 91651065810718 7145

C 駅 1937 3163 4614 6430 7807 4526 5968 7255 8427 8523 5658 7460 90691053410654 7103

D 駅 1903 3112 4571 6357 7688 4446 5872 7187 8332 8393 5558 7340 89841041510491 6994

EL 駅 1091 1819 2602 3627 4379 2549 3432 4091 4754 4781 .3186 4290 5114 5943 5976 3984

F 駅 2273 3713 5417 7552 9115 5311 7006 8517 9898 9951 6639 8758106461237312439 8293

A近隣 1156 1862 2682 3682 4375 2701 3513 4217 4826 4776 3376 4391 5271 6033 5970 4022

B近喝 781 1258 1812 2488 2956 1825 2374 2849 3261 3227 2281 2968 3561 4076 4034 2717

C近一斉 531 855 123 1692 2010 1241 1613 1937 2218 2194 1551 2016 2421 2773 2743 1849

D近隣 171 2768 398 5474 650 4014 5223 6267 7174 7099 5018 6529 7834 8968 8874 5979

Em 71 1158 166 2289 271 1678 2185 2621 3000 2968 2098 2731 3276 3750 3710 2500

F近紫 74 1208 173 2389 2837 1750 2279 2734 3131 3097 2188 2849 3418 3914 3871 2609

428千円佃 530 636 763 916 種物醐 -売場醐 xr25 敦地面か 偉物面凍 x意

表 2-2-1-8 周辺地区か ら吸収する消費の予測

廷 面 梗
売場x125

55 97.266円 573千人 03 0.09 55733盲万『 5016盲巧円 428千円 ll,720秒■ 14.650np

60 121.189 680 0.4 0.12 82409 9889 530 18,658 23,323

65 146ユ87 775 0.5 oJ5 113295 16994 636 26,720 33.400

70 176,664 860 0_55 0ユ65 151931 25069 763 32.856 41.070



年次 55年 60 65 70 75

地区外居住者の分については,中心地区での消貿割合を吸収率と呼づけ, この吸収率を,吹

のように仮定することにより,港北ニュータウンセンターでの消筋節を推定 し,地区外か らの

消封流入による売場面積の上和み計許 した｡ (表 2- 21 1- 8 )

以上の推計の結果をまとめて図化した ものが (図 2- 2- 11 3)であり, このうち,中心

地区の分を抽 出したのが (図2- 2- 1- 4)で,さらにこれに対 して,店舗形式別の供給計

画案を示 した ものが (図2- 2- 1- 5)であるQ

表 2- 2- 1- 5 消費の流れ

分 近 妹 性 都 心 性

住区地 近隣 駅周辺 中心地区 都心 近隣 駅周辺 中心地区 都心

Ao 656565656565 95 555 25 50 25

A 1-5 30 20 55 25

B○ 95 25 50 25

Bl-3 30 5 20 55 25

C0 95 5 25 50 25

C 1-3 30 5 20 55 25

Do 50 50 10 65 25

D1.､.7 20 15 15 60 25

E0 50 50 10 65 25

El{一S 20 15 15 60 25

Fo 95 5 25 50 25

2- 2- 2 業務施設丘の推計

住宅都市の中心市椅地において成立す ると予想される業務施設の規模予測については,

皮の高い推計方法が目下のところ見あたらない といって よい○

高蔵寺ニュータウン計画においては,人 口規模が郊した都市で,かつ,第 2次及第 3

従業者数に対 して事業所従業者数の比率が低 く,第 1次産共人口の比率の低い都市を類似と

てえらび これ らの都市の人 口に対する施設数を求めることによ()推計を行 っている｡

この方式によって推計を行 うと,港北ニュータウンの場合には,次のようになる｡(表22

この場合は,人 口 1万人当りの施設盃の推定値は,高蔵寺ニュータウンの人 口5- 10

に対応したものであるので, 35万人のセンターとなる港北ニュータウンの場合 よりかな

目の数値がでているものと考えて よいであろう｡

-32-



表2-2-2-1 業務施設丑の推計 1

1万人当b施設数 35万人vc対する施設数 平均規模ナ㌔ 施設長一Tf

銀行信託業 0.3 ll4ll 350 3850

中′｣､商工等 0.1 70 280

証券商品取引 0.3 100 1100

保 険 業 0_3 ll 100 1100

森村道美氏の研究 (日本

建築学会論文報告集号外昭

和 40年 9月 )によれは,

人 口30-40万人の都市の

場合.人 口 1人 当りの事務

所,銀行等の施設iliJILは平均

して043†㌔ 桂皮とされて

い る｡ しかし,都市 による

差は著しく大きく, 0.22mL O65#の間に入る都市が 80%程度であると指摘 されてい る｡

住宅都市の場合 にこの数値がどこまで低下す るかに関しての指標は得 られないが,仮 ()に上

記80%の都市の下限 0.22mlの 2分の 1程度 として 01'㍉/人 と仮定してみ ると, 35万人

の都市に対しては 35.000dの事裁所銀行等の業務施設が予測される｡

ここでは とりあえず,上記 35.000m'の 70%程度がセンター地区に立地す るものと考えて,

計画をすすめることにした｡

2-2-3. 公共公益施設母の想定

港 北 ニ ュ- タ ウンの中に立地する中心的性格をもった公共公益施設の規模想定に関しては,

68年の基本計画原嚢によることとした｡

表 2-2-311 公共公益施設の立地畳

施 設 名 称 建設面棟∽ 薮地面棟GTb 立地場所

区役所(支所) 5.000 5_000 セ:/クー/′〟〟〟セン'クー′′′′七ン′クー

書卓常 6.500 6.500

消防署 3120 6_500

郵依局 5,000 10,000

旬報電話局 5_000 13.000

その他国､腺出先横田 20.500 41.000

公団管理■センタ- 250 500

公EE営繕センタ- 250 1.000

児童少年セ/クー 1.500 4.500

市民文化セ/クー 10_000 30.000

鮭庚管理セ/クー 1.3201_000 3.000

総合病院 40.000

~83~

以上から,センター地区に

立地す る公共公益施設丑とし

ては,敷地面胡 托して.

60.000'ガ～ 80000m'程度

を考えてお くこととした0

2- 2- 4 /i- 辛 /ク需要

の推定

駐車場の必要期枚の予測は

きわめて困難であるが.次の

ような方法によ(),一応めや

す となる丑を推定したO

ィ. 商菓施設

下限値 :駐車場整備地区にお

ける付置義務丑

1.36ha (75年次 )



中間値 :自動車普及率を想定したうえ,買物に利用される トリップを最大 1日0.3トリップ/台

ピーク集 中率を 2 0%,うちセンター集中率を 60% とした数値 6.l九a (75年次 )

最大値 :東京都内主要百貨店の駐車場台数/売場面積を調査 して 1台/ 130〝デ を得'郊外

型であることと自動車普及の伸びを考慮 して,昭和 50年 に1台/ 100m2 (建物に

対 して )75年に 1台/ 30m'として推計した数値 13.6ha (75年次 )

I. 業務施設

下限値,駐車場整備地区における付 毘義務丑 025ha

上限値,施設内従業者を 1人/ 11㌦とし,従業者 3人 につ き1台の割合で駐車施設をお く

と した数値 2.5ha
-.公共公益施設

夫 々の施設数地円で必要な駐車場 を確保するものとして,別途の駐車場必要量は無視する｡

参考 トリップ発生からみた必要駐車場 (中間値 )

人 口 自動車普及率(世帯当り) 自動車台数 駐車台数 iEE車場面耕

55 163.230 :10.3 13.380 482 1.5Jha

60 222.420 0_4 24.308 875 2.7

65 279,500 0.5 38,183 1375 4.3

70 336.000 0_55 50_492 1818 5.5

参考 デ/;一 卜駐車場設置状況か らみた必要駐車場規模 (上限値 )

都円主要デパー トの駐車場設置状況を調査 した結果,駐車場 1台当 Dの売場面は次の よ

0.■-銀座 松坂屋 74m2 新宿 伊勢丹 114〝㌔

日本橋 三 越 144〝 〟 小 田急 120〟

〟 東 急 175 〝

実際の利用のされかたからみ ると,これでは まだまだ不充分であり,現状で も2倍位はしい

とい う管理者 の意見 もきかれるので,港北地区では もっと高めの数値が必要となろう｡

自動車普及率 1台当り唾物面研 店舗面鏡 駐車場面秩

50 0.2 100,〟 -ha -ha

55 0.3 64 5.68 _2.75

60 0.4 47 8.08 5.15

65 0.5 37 10.50 1.8_50

70 0.55 33 12,53 ll.40

-34-

そこで,昭和 50年に建物 100㌦

に 1台とし,以後 自動車普及率の伸び

と伴行 して昭和 75年 に 3 0m'に1台

となるように想定したO



2-2- 5 駅前広場規模の推計

ィ. 駅前広場規模推計の方法

駅前広場の規模予測には,まづ最高 ラッシー時における通勤者の駅への到着をさはくことが

できるかどうかをチ ェックす る意味で,駅勢国毎に徒歩で駅-集 まる通勤通学者 とバスまたは

自家用車等を利用 して駅-集 まるものとに区分 し.主 としてJ,'ス及びキス7ン ドライ ドタイプ

の自家用車利用皿の推定から必要なバース数を推定して規模を求めることとしたo

また,この場合地下鉄線の建設ブ F,グラムにおいて,3号線のみ先行 して 4号線建設がおく

れる場合が想定されるので,この場合のひづみのチ ェックも行ってお くこととす る｡

I.駅勢閏の想定と人 口定着速度

駅勢圏の区分は,前述した商業施設Rt推計に利用した ものによることとし,各地区 とも人口

定着は最終人 口に比例す るもの と考えてお くo

各駅勢圏毎の徒歩圏およびバス利用圏の人 口は,次表のとお t)であるO ここで駅前広場規模

がバス利用人 口に比例す ると考えると,4号線未朗適時におけるC駅-のしわ よせが大きく,

C駅前広場は相当の余裕をとってお くことの必要性が明らかであるO

へ 通学通勤人 口の想定

基本計igil原案の想定にならい,鉄道利用者を人 口× 03と想定することとした.

衷 2- 2- 5- 1. 駅勢圏人 口

55 60 65 70 75

徒歩哩 A 13,058 17,794 23,306 26.880 28,000

B ll.193 15.252 19.166 23.040 24.000

C 12.592 17.158 21,561 25,920 27,000

D 16.323 22.242 27,95O 33.600 35.000

E ll,659 15.887 19.964 24.000 25.000

F 13,991 19.065 23,957 28.800 30.000

_ス刺用艶 A 17.256 23,513 29,547 35,520 37.000

B ll,659 15,887 19,964 24.000 25.OtJ0

C 7,928 10.803 13,576 16.320 17.000

D 25,650 34,952 43.921 52.800 55.000

E 10,727 14,616 18.367 22,080 23.000

F ll.193 15.252 19.166 23.040 24.000

｣35-



表 21 2- 51 2 駅勢圏人 口Ⅰ

55 60 ′ 65 70 75

徒 A 12､592 - 21.561 - -

B - - -

歩 C 17.158 25,920 27.000

D 16.323 22,242 27,950 33,600 35.000

幽 E ll.659 15.887 19.964 24.000 25.000

F 13.991 19.065 23.957 28.000 30,000

ス刺用圏 AB 67,879 81,600

C 39.642 54.016 85.000 ★55

D 28.449 38.765 48,713 58,560 61.000 ★70

E 20,054 27,326 34.339 ー41.280 43,000 ★60

F 20.520 27,961 35,137 42,240 44.000 井60

衷 2- 2- 5- 3 計画指標

駅勢周人口 通勤通学者 乗 降 客 数 パス利用圏入口 バス利用通勤者

爪I の (句×0.3 の BX2.5 の (巧 DXo.3

A 65.0.0.0 19.500 48.750 37.000 ll.100

B 49,boo 14.700 36.750 25,000 7,500

C (60.000) (18.000) (45,000) (45.000) (13,500)

D 90,000 27.000 67.500 55,000 16,500

E 48.000 14.400 36.0(10 23,000 6900

F 54,000 16.200 40.500 24,000 7,200

表 2- 2- 5- 4 広場規模推計値

★1 乗降人員×0119(ナ㍉)

♯2 ((パス利用者数 +70)十15)×13

-36-

～3 ((パス利用者×dl)+1･21oili18u



3- 1. 港北における特定地区計画の方法

各作菜が並行 して進み,しか も部分的には対地元の政治的接渉がすでに行われる,といった

状態の中で,い くつかの既成事実をベース として特定地区の計画を行 う必要がある｡

このよ うな未確定と確定の混合 した条件のもとでの計画は,現実には絶えず起って くるもの

であるし,今后 も立てられた計画を もとにして現実への働きかけがお こされ,そこから新しい

既成事実がつ くられ る｡

又,現実の流れによって計画上の方法がかな り大きく彫響を うけ大きな手直 しを行 う必要が

でてくる｡

こうした条件を計画の方法として定若しようとい う試みが, ここに提示す る私たちの方法で

ある｡

3- 1- 1.

｢港北｣における中心地区をどのよ うに考えるかは,基本計画以来,い くつかの提秦がなさ

れてきた｡ ここで示す計画の方法は.単核 (地域 に一つの中心地区をつ くろ うとす る戦略のた

めの呼び名 )形成のためには どのような条件を必要とす るか, とい うことであった｡

3-1- 2.

｢港北｣における交通体系は,多核形成を自然に行 うのに適したかたちで計画されてお り.

ラッシュ時における過度の拠点集中を避け,六つの地下鉄駅に分散 して粂申させ るように考え

られている｡

この多核型構造に単核的な中心地区を造 るためには, 自然発生型でな く ｢政策 として人工核

をつくる｣方法でな くてはならない｡

3- 1- 3

そこで考えられるのは結論として二つの方法,及びその応用形であろ う｡ まず第-に,

｢D駅 とE駅を結んだ軸の上に線状の中心地区を形成する｡｣ ことであ り.次に,

｢自動車志向型のニ ユーセンターを政策的に独立してつ くり上げる｣ ことである｡

3- 1-4.

作美の第 1段階で,そ うした計鳳のバ ックデーターをつ くり上げるために計且計画を行ったO

まづ地下鉄駅 D及びEの集中の度合を計算 し.そのために必要な都市施設の想定を行 う｡

施設丑の想定は居住人 口の集横のテンポ と見合いながら,交通施設の建設が行われるものと

して考えてい く｡

施設については,交通施設,業務施設,蘭菓施設,医療施設,公共公益施設,住宅等である｡

これらの うち,条件洗い出しの確定皮の高い ものは.交通施設.医療施設,公共公益施設で
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あ り,条件設定の凄いによって大 きく計画丘の ｢ふれ｣があるものは,業務施設.商業施設で

ある｡

住宅は全 く速った施設 として考えた方がよく.むしろ上に述べた二つの施設群 と見合いなが

ら,都市の空間をつ くってい く補助手段 として見ておいた方がよい0

3- 1- 5

以上を計画の方法として整理す ると,

施設形成の条件の うち,計画の範囲の狭い もの‥･･･ ･･･-ー ドなシステムが組めるものは,

｢丑静定をした上でい くつかの代表的なバ ターンを用意してお く｣ ｡

計忠の範囲の広いものは,一応仮定値を立て,その計画過程を記述 した上で, ｢代表的な

施設のノ,'クーyの関係図を用意してお く｣o

3- 2 計画案の説明

3- 2- 1. グリッドによるブーニンク●

D ･E駅間に施設集中の空間設計を行 う第- の段取 りは,領域の呼び方 (ゾーニング )を行

うことである｡ 私たちは,100ih'の格子をつ くり, I)駅か らスター トしてE駅の方向に向 う

版序で･D｡,Dl･ D2･ D,･D4･D5,M･E,IE｡･E3,E2･E.,E｡･と呼ぶ ことにす るo

ち ようと中間に南北の幹線道埠を含む箭域があるので, これをM ソ●-ンと呼ぶ｡

これら13の 100m'巾のゾーンは,D ･E駅間の距離が.1300m あると同時に,計画

される施設の呼び出しを行 うことができる｡

又,単位 として考えられる ｢施設の組合せ｣をあらかじめ固定 してお くと,- 例えは商業

施設を-つのゾーンでは単純な組合せ ｢大型ス-/て- と小売店｣◆- E4 1 E｡ ゾー ンの施

設空間の内宵を暗示することができる｡

3- 2- 2. ゾーンに見合 う施設クル-ブ

たとえはD｡ ゾーンには駅周辺にふさわしい施設が望 ましく,駅の交通広場.近隣志向の商

莱,等の組合せが考えられる｡

こうした一つ一つのゾーンに適合 した施設群をあらかじめ用意 しておき,それらの組合せを

数多 く試みてみ よ うとす る方法である｡

いいかえると,下位の施設群の組合せモデルは,代表的ない くつかの/(ターンに絞ってお き,

特定地区と呼はれ る上位の都市空間は,それらの施設群モデルの組合せによって検討が充分行

われるよ うにしたいo下位には-P ドで,上位 にはソ 7 トな関係を保つための計画論である.

13ゾーンにおけるゾーン計画は,Nol薬では商業 と公共的な施設の組合せだけで行い,

No2轟では住宅を相当多 く計融している｡ (No2- D2,D3,E4,E3の各 ゾーン )o No2案
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図32.2-8

No3パタ- ン 建設段階別 施設昆 (客倍率150%とした場合の救地面槻)

55

⊂コ⊂=コ □ ⊂二二コ

[コ⊂コ l □ [ i⊂ コ

-46-



65

Ej□⊂コi l ]][=][=コ

E:=コ[コ□[コ ][ [=]⊂コ

-47-



図3.2.2-10

Do DI D2 D3 D4 D5 M E5 E. E3 EZ EI Eo

02550 100ーヽC :商業施設用地B :業務施設用地P :公共施設用地氏 :住 宅 用 地



図32.2-ll

-49-



図3.2.2-12
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図32.2-12
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では,図 3- 2- 2- 5, 6に示されてい るように･建設途上でも7-バニティが充分確保さ

れることを意図した もので,地 域の用途か らいえは混合地域にはなるが･施設空間の密度はむ

しろ均質である｡ といった特色が打出されているo

このように, ゾーニングによるい くつかの試みは･今后･政策的にかな ｡の巾のある選択を

可能にす る ｢ソフ トな計画方法｣であるので･時間- けてもっ と多 くのサンプルをち くって

比較していきたい｡

312-3 -般道路でな く,歩行者専用道路を計画の軸 とす る試み

まず,中心地区の空間を形成する上で基幹 となる空間装配を何にしたちょいか0-枚的には

当然道路編成から出発す るo この計画でも具体化の場合には多分そ うなって よいし･そ うなる

だろう｡

しかし, ここでは計画の方法とし-{計画cJ確定事項推進の ｢格づけな行ってい く｣ とい う意

味で,歩行者道路を ｢空間の幹｣ (ステム )と呼んでお くo

ステムは物理的に歩行者用の舗装された道路であるが･同時に計画用語上の ｢関係づけなあ

らわす高い階級のシステム用副 として二重に使用するo ステムとゾーンを組合せた図は･中

心地区のあら航 計画上の性質を一皮に試みることができるo システムバク~ ンであ ｡･私た

ちは,この図柄 (/{ターン )を'それにイン71ットす る構成因子によって変化す る ｢大きなテ

-7･ル｣ と呼んでおくo (図3- 2- 3- 1)

ここでインプ ットす る素材は,先に述べたよ うな ｢推奨すべ き施設群の単位｣であることは

言うまでもない0

3-2-4. 歩行者専用道略を具体的に地形にフイ ットさせる

第 2段階では,｢ステム｣を地形に下す ことによって･かな りフィジカルな段階までお りて

きている｡ ここで歩行者用道路の空間処置を代表する手法を･｢ルー71｣ (循環鞄 )･クラy

ク(曲 りかど)と呼んで' 1300 メ- トルに及ぶ長い空間にアクセン トをつける提案を行っ

ている｡ これらのルーブ'クランクは･地形 との関係を利用し･自動車の道路 とのつな ぎを立

体交叉によった り･クル ドサ ックによった りして独立した道路体系をつ くることも考慮してい

る｡

3-2- 5. 歩行者空間への展的

これまでの作業では,まだステムは･ システムとして全体の単位空間の関連づけなす る作用

を同時に行っていたが'第 3段階では･空間との結びつきを,施設の大 きさと関係させて･

｢広場形成｣の方向に●市民広場 とのつなが り･子供の遊び%･日だ まり- うは車置場等の物

理的計画にすすめるo

ここでの提案は,施設建設者に対して･上に述べた ようなステムに関連 した空間的な処匠を

行うよう,協定を結んでは どうか･とい うことであるO施設は,後で出て くる,I-キングシス

テムと歩行著 大テ ムシステムとの両方に連動し七はたらくよう複葉している0
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厘Ⅰ3.27-1

駐車壕の段階構成

PK｡:公共巌車場

PKl:公共盟三車場
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PK2:rF,Jい也区洗車場

PK3:ゾーン監串場

PK4:自家用顛三尊1,-i



図3.2.712駐車場設立モデル
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3-2-6. 道路のシステム

道鞄/:ターンの計画については,次のよ うな方法によった｡

(目 地区幹線道韓 (Vl と呼ぶ ) - 一部には E駅東のようfi=･地域幹線級の もの もある

(V｡)- を D ･E地区のセクターとみて, このVl(V｡)級から･駅粂中道韓を引きこむo

(2J 駅粂中道略をV2 の段階と考え, これを地形と合わせて地区分散道韓 として延長し･Vl
とVl を短終させる (ノくター ン 3)

(3) 地区に対するサービスを一般的な形 として梯子型に分割したスタイルから歩行者 との関鼠

地下鉄との関係を考えて, (V｡)複雑にしていき,地形 ともなじませ る○

(4) 地区サービス道路 (V3)では,T型交叉をできるだけ採用して･事故防止･能率向上･ シ

ステムとしての明確化を図る｡

(5) 格型を区画整理串糞となじませ るため,軸性,交叉個所,分担面横,道路設計の共通化等

を考える｡

全般的に,前に述べたように,歩行者ステム一旗設計向に7オp-す るサブシステムとして

発想し,徐 々に具体化して独 自の性格にもってい くとい う方法を考えている.

3 - 2 - 7. 駐車システム

ゾーン計画を並行して,施設血の配分計画が行われるが,駐車の昆決定をした後に,施設丑

とパーキングの連動方式を考えてい く｡

ゾーン-の施設のブpットの際に,施設虎 と関係して駐車施設が動いてい くので.ゾーン計

画の中に駐車システムを表現す ることがで きる｡駐車場の運営については,多段階で解決する

こと忙し,物理計画 (フィ.)カJL,ブラン )ではその運営をふ まえた計画バク-ンを出している｡

公共的なJ1-キングを Pklとして.施設側で直接負担をす るノ,I-キンクをPk4.として,その

中問 にさまざまな運営と配置を考えてい く.

サービス適格がサブ システム として,計由上動きやす くしてあるのは,/i-キンクシステム

との絡み もあるからで, このため.道路決定の時期は.各方面の計iitが決定 した後で も行 うこ

とができるo

｢関係論｣ として固定しておくが,物理計画 としてはかな り泳動的托してお くのは,道路決

定が政策的にいろいろ問題を含みやすいだけに.今後は注目されるのではないか0

3- 2- 8. 駅広場計画

｢港北｣では,地下鉄建設のクイ ミンク,駅の位置,路線決定等は まだ未確定事項であるた

め,地域全般にわたる運送システムも,駅の建設時期,位置確定の如何 によって大 きな変化を

うける. とくに通勤新線 との乗 りつ ぎ等の問題 もあって,計画上 どのように扱 うかについては

議論の別れ るところである｡

私たちの計軌では,まづ大きな ｢すじ朝き｣ (シナ リオライ ト)によって仮設の計血を行い.

この剤 正の根拠を示す ことで,変化に対応で きるよ うにすることと,駅広場の標準設計- メ
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L卿 28-1 芋量 :I,<言 ン_ ････-◆ パス動線

駅前広場 バ タ- ン,動線 KR 自家用畔 (キス&ライ ド)~一一 自家用串動線

A-1 A-3

芸 臼匡 塾■ KR

A-1' A-3' KR

._.......芸…....a._.".jtY'望 .』 .".._ -
BS BS

A-2～........a.........B盛 塾 .. B- (1,2)3 KR
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図3.28-2



i L 乗串パース

に≡≡コ 降車バース

ヒ>一亡｢ 監事バ-ス



輿申バ-ス

陣非J{-ス

′駅 前広場 の検討 -3 パ スバー ス 歩道接岸型
片細さ望(12,<-ス 椎柴礁用)

図の よう11場合
諦横が偉大 (中央部の利用稚しい一タク/---,自家用恥の符正絹必斐)
J<ス乗降客の神道横断がない｡
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駅前広場検討-4 広場 タテヨコ比 比較

(12バース型)ただ し車道部分のみの面*.I/:
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スのバ ース数 (乗降人 口の推定 ).キス7ン ドライ ドの計算,タクシー,歩行者動線等を勘奏

して, をい くつか提示することで,上位の政策決定の裏づけ資料 となるように考えてい

る｡

･ 駅広場の面積による変化

● 駅両サイ ドの連絡

' キス7ンドライ ド(KR)の分離

･ J,'スの降車乗車専用J,'-スの有無

+ /<ス7'-ルの配例

･ 広場のクテ ･ヨコ比

■ 地形 とのなじみ

等の条件側のインプ ットしたモデル-.ターンの数例が, リポー トされている｡

3- 3 空間計画

査問;31政は して考 えられた範ちめ うにほ,下記の項 目がある｡

+ ランドスケープのスケールで考えられるもの｡

･ タウンスケー7.として考えられるもの｡

･ 地形 とのなじませ方を,公臥 階段.道韓,ス p-デ等の都市装匿として計軌しておき

たい もの｡

･ 建築物 として考えたいもの｡

これらの諸項 目は基本計画の当初か ら計画システムとして,いろいろな提案 として試みられ

た もQ)であるし,｢港北J一の 自然を考えるとき,きわめて重要な問題である｡

3-3- 1 ラン ドスケープ

D･E間の 13/-ン は 地形上からいって,捻 ゞ尾根に近い部分 に位 し,中央のMゾ- ン

の左右で谷部分を含んでいる. そこで,基本的には,スカイ ライy_を考慮にいれて.これをア

クセン トす る方向で,全体の施設配直を考えている.

地域全体が尾根部分を歩行者専用モール として計画されているので,地域の配置イ メージを

とくに強 く演出すべ きであると考えた｡

とくに商業施設を含む この地区の特性 として,できれはランドマークとしての空間計曲,及

び施設計画を考えていきたい. ただ,ひ とつ の 塔や ビルデンクとい うのではな く.ゾーニン
/

グ 施設共和の全体のイ メージとして考えてお くO

このため, ビューポイン トをこの中心地区 に接近する主要道路に6ヶ所えちび,ここからの

施設の展的な考えてお く. ラ/ ドマークとして考えられる施設のマッスは･E5 ゾー ンの百貨
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店･ない しはス-/て-マーケッ ト,Ds ゾー ンの公共施設等であ る｡

さらに法面保護の斜面をタ ウンスケーブと重ねあわせながら,都市装 置としてベデス トリ7

ンデ ッキ,階段,オ-プンスペ ー ス等 として表現す る｡

尾根の等高線のイ メー ジを路型 とな じませ ることで,低 ヒエ ラルキ-のサー ビス道路の表現

を行 う等Jtであ る｡

3-3-2. タウンスケープ

タ ウンスケーブは,地下鉄駅前周辺 (D,E駅 )か らの視線を中心 として,軸 (ステム )に

乗せながら展開させてい る. ルーブ及びク ランクに当る部分は,かな り計画上の7クセ ン トと

して,高 さ,ポ ォ リュ-ム決定 まで開発者側で コン トp-ル してい きたい.

タ ウンス ケーブの段階での手法 として.このシンボル となる施設の前面を フロン トヤー ド,

あるいは施設広場 として自己減歩す るシステムを とっている｡

3-3-3. 建築物 としての問題

開発者 が どのよ うなかたちにな るかによって,実施 における計軌のイ メージ演出は大 きく作

用され る｡

建築物 としてのコン トp-ルは画一 的なデザイン手法によって統一す るとい う方法 まで段階

別に考えられ るが, ここで もコン トロールのシステムを,大 きな ゾーンでは ソフ トなコン トp

-ルで,部分詳細 (た とえは,床の 目地,イル ミネーシ ョン.電灯,E階段 の手す り,石垣,等 )

では軌一 的な- ー ドなシステムで コン トp-ルす るよ う考慮 してい きたいO
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図33.2-1

地区幹線道路 デパ ー ト

分散道路 地下鉄 3号線 保有法面 住宅

D駅 駅前広場

EI E2 E3 E｡ ES M

歩行者動線軸 (ステム) 断面 (南 ･展開)

D駅 駅荊広域

DJI D3 D2 DI D｡

保存法両 地区幹線道路

D｡ DI D2

歩行者動線軸 (ステム) 断面 (北 ･展開)

D3 D4 M E5 E4 E3 EZ El
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4- 1 事業主体の検討

特定地区の開発事業主体 としては

1 区画整理事業主体 としての 日本住宅公団

2. 当該 自治体 としての横浜市

3 横浜市の特別開発主体 としての公益法人 (開発公社 )

4. 横浜市の公益性 と民間の 自由性を併せて もつ開発会社

5. -殻の民間開発会社

などが考え られる○

次に これらの夫 々の特色を検討 した結果 を表 としてま とめてお く.

4- 2 事業量及び事業費の算定

ここでは,ケーススタディq)ひとつとして計画を作成 した D駅 ～ E駅地区の クウyセンタ

ーにつt̂ての事業量及び概算の専 業畳 を算出する｡

表 4- 2- 1 土 地 利 用 面 積 表

面 . 演 柵 成 比

道 路 (102.130秒■) (29.98虜) (88r59i) I
地区内幹線道路 41.260 12.11% 35.79東

サ ー-_ビス道路 38.550 ll.32 33,44

歩行者専用道路 22.320 6_55 19,36

駅前広場 ( 13.150m) ( 3_86虜) (ll.41宙)

I) 節 .■7.350 2.16虜 6_38東

E 駅 5.800 1.70 5.03

劫､ 計 5,280 33.84虜 100.0

駐 阜 功 ( 46.590m1) (13.68i) (20,68%)

PK2PKB 28.750 8.44% 12.76%17,840 524 7.92

施設用地 (178.715m') (52.48i) (79_32東)

商 業 施 設 71.330 20,94i 31.65虜

業 務 施 設 8,000 2.35 355

娯 楽 施 設 5,960 1,75 2,65

公共 公益 施設 22.025 6.47 9.78

住 宅 施 設 71.400 20.97 31.69

小 計 225,305 66,16% 100.0



1. 開 発 主 体 の 検 討

計 画 推 進 力 計 画 銅 盤機 能 資 金 力 開 発 利 益 配 分 管理運営機能(開発後) 備 考

日本住宅公EZl 公団開発地区内の公団 左記の結果,公団住宅感 従来の方式では,建抱建 区画空耳車英施行上,開発利

所有地につL̂ては強力 設完了後の指導力がなく 設を含む中心地区開発を 益配分の適正化に真剣にとり

な推進力をもつが,氏有地に対 しては発言力が少ho 浸ることが明らかであり,また民有地に対する計画調整力がとは Lho 強力にナすめるだけの資金が一役ぜられてV'なL1○用地の長期分譲などが考えられると有力である. 組む必要があるo保留地 を余分にとり.低価格で必要を開発主体に譲渡する任務を負ってhるD

横 浜 市 計画実現に重大左責任 市全体の開発言†画との関 一一時的な建設資金を多額 地下鉄埋設等K:上る大規模を 公共施設関係の管理費

をtaつてL̂るが,その 連 もあり,周辺 との関係 に要するので,起債確保 公共殻資にみあうような税収 任を負ってhLが 住

公共的立場から,全体を調整 してゆ くことが からも強い鵡整力をもたなけれE3'女らをh に努力を要する○ 確保を考え,全市的な-'ラ_y 民に広 く利用され活用

できるo主導権を保持するエう努力すべ きであるO 事後の管理7Eで引つづき賓任があるので,調整についても主導権をもつべきであるo 市税収入の伸びにみあう上う75:廷払vlが可能と浸るようを対策を評 じ女ければをらなVLio スの中から,固定資産税の課税評価を決定すべきであるo されるようを管理方式を確立すべ きであるo

開 発 公 社 担当地区内では推進力 自治体の調整機能を分迫 市の出資,信用保証をう 公約性格が強h故vc,開発利
吐強いが,事菜主体 として能力を発揮で きるエうな組放づくりと人事が絶対必要であるo する○ らづけK:市中資金を借入れて使 うことになろうが,金利 コス トを下げる努力が必要 となろう○ 益配分の適正化におhて力が弱L1場面が予想されるo

公的開発会社 組駄づくりと人事に成 自治体の調整機能をある 同上に類似するが,ヤソ 民間法人の性格 を表面に出し ひきつづき土地樫物の

功すれば強力を推進力 程度分超 しうるo メ-地区-の立地企業に て利益をあげる部分と公共性 所有 と賃貸等を行t̂う

をもちうるD 事業恩を相当拡大 しておく必要比あるだろう. も出資させるとか,開銀,長銀等の都市開発資金利用が可能であるとかのメT)アトをもつ. をたてて利益を放出する部分を自由にコソトローA,できるO結果的に開発利益配分におL̂て適正化の方向へ動かすとL1う目的を見失わない注意を要する. るO長期的に開発利 益 を吸収するためにrもこのような不動産所有を行う必要があろう◇

｢股開発会社 単独事業範囲で吐強力 全体に対する粥重力はと 投資資金竜は.予想され 穀資.のみかえ少として利潤が



表 4- 2- 2 事 業 量

土 地 面横 種 物 面横

道 路 (102,1307nJ)

地区内幹線道路 41,260m

サ ー ビス道 路 38.550鴻'

歩 行車専用道路 22.320

駅前広場 ( 13.150秒)

D 罰 7.350nJ

E 罰 5β00

/)､ 吉十 115280刀が

駐 車 場 ( 46,5907が) ( 93.180仰)

PKa 28.750仰▲ 39.6607nJ

･PX3 17.840 53.520

施設用地 (178,715m) (288.0507hJ)

高 菜 施 設 71.330 136,000mJ

英 務 施 設 とrB.000 . 25,000

' 娯 粂 施 設 5,960 8,950

公 共 公益 施設 22.025 ll.000

住 宅 施 設 71.400 107,100

｣､ 計 225.305m 381,230mJ

表 4- 21 3 事 業 費 ( )は単価 (千円 )

用 地 費 築造糞 .̀感集受 計

道 i路地区内幹線道路 (10,0)412.600 412.600

サ _ ビス道 路 (8.0)308.400 308.400

歩 行者専用道路 . (10.0)223.200 223.200

駅前広場D 駅 ~■ (10_0)73.500 73.500

E 駅 (10,0)58,000 58,000

′小 計 1.075.700 1.075.700

駐車場PX2 (20.0)575.000 (4.0)115,000 690,000

PX3 (20,0)356,800 (4.0)71.360 428.160

施設用地商 菜 施 設 (55.0)3.923,150 (60,0)8,160.000 12.083,150

業 務 施 設 (55.0)440.000 (60.0)1.500.000 1.940.000

娯 楽 施 設 (55.0)327,800 ＼_44(75,a.003 775.300

公 共公益施 設 4.(.2.50bOd -(60.0)660,000 1.100.500

住 宅 施 設 (30.0)2.142.000. (50.0)5,355,000 7.497.000.

小 計 8,205,250 16,308.860 24.514,110



4-3 事業分担の方法 と経営方針

4- 3- 1 事業分担の方法の提案

事業の分麺は,大まかにt̂って次の ように分かれるo

o 区画整理審美 ･- ･ 住宅公団

o 街路築造 - - 横浜市

o ノ,I-キングⅠ - ･･ 開発会社 (主 として全体的な用に供する部分 )

〝 Ⅱ ･･･. 各企業 (主 として各企業の顧客用,自家用 )

o 核店舗誘致 ･- ･ 開発会社 (土地分譲 )

O 専閉店街造成 ････ 開発会社 (建物分譲 )

o_業務施設 ･･- 開発会社 (賃貸経営 )

O 公共公益施設 ････ 横浜市及び開発会社

｡ 住 宅 - - 日本住宅公団

すなわち,特定地区開発の主役は,開発会社 となることが望 ましい｡

開発会社は,主 として市の出資に エb設立するもの としたho資金は,開銀,長銀等の都市

開発資金等の長期資金 を中心に,市の信用保証に上る市中資金 も導入す る｡

開発会社は,地区を計画時に達成する推進者 としての役割の他に,開発利益 を適正に配分す

るための調整体の役割をにな うものである｡

このためには,区画整理辛菜に⊥b低価格の保留地 を大量に生み出して,施設用地 として準

備す る必要があ り,これが不可能な場合は,開発会社は区画整理に先立って充分な用地 を確保

できるだけの先買hを行 うべ きである0

4-3-2 事業分担のマ トリ-/クス

各事業主体毎の事業の分趣につt̂ての提案 を表 4- 3-2- 1にまとめて提示する｡

4-3 参考資料

シ ョッピングセンター等で,店舗経営 サイ ドか らみて設置可能な駐車場の検討｡

1. 考え方

商店等の売上高に対 し,経営上可能な家賃支払高を求めることができるものとし,これに対

して,土地及建物に対する投資から家賃相当額を求め,支払能力の方が大きい範囲で とれる最

大の土地面鏡の うち建物敷地 を控除 した ものが,設置可能な駐車場面横であると考える｡

2. 前提となる諸指標 と条件式

C :単位売場面積当 b版売額

α :売場面析/建物面積 (施設規模推計 で は O｡8をとっている)

q :支払可能家賃/売上高 (薬種にエb異る｡また会計上では仮想の指標 と考えてお く0.01-
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事 業 分 担 の マ ト リ ッ ク ス

横 浜 市 日 本 住 宅 公 団 開発公社又は開発会社 民間企菓 (出として出店者 )

街路,駅前広場 築造の一部,細部の舗装まで 行う○ 用地を区画整理公共蔽歩で生みHjす○基本的築造は区画車理枠内で行 う○

市道 として管理する. 用地は,区画整理公共渡歩で生み出すo 築造舗装を行 う○

PK3PK4 用地は保留地を低価格で取得,造成,管理を行 う○ 管理費負担をする○

用地壮保留地 としてとD,低価格で開発会社に譲渡する○ 用地は保留地を低価格で取禍,造成,ブロック毎に企業群に譲渡O各企英用地として , も し く吐壌物敏地の-一部 として譲渡○ (保留地tより取得 ) 完成 したものを取得,管理を行う○造成及び管理を行 うo

住 宅 地 区 保留地を適正友価格で取得,高密度住宅を埋設,頚管管理O

公 共 公益 施設 用地は,保留地 を低価格で取得,自ら嬢設を行 うoあるh比.開発会社に建設を一委託長期 音l腰 で只Lh取る. 用地を保留地 としてとり,低価格で市に譲渡する○ 欝 鷲 畏責苦要蒜 鎧 等姦 是 rするo I

商英美務娯楽施設 (計画造成 ) 用地は,保留地 を低価格で取得, 開発会社上り用地を取得.埋設,

大企薬誘致に上る核店舗等o PK4を含む用地を適正価格で譲渡するo建築協定,?K4の設置庶務,建設時期指定等の条件をつ 経営を行 うD

専 門 店 衝事 務 所 等 ける○墓鶴 野 孟宗冨芸…≡芸-と;警ビ7L,埋設を行Ln,賃硬するo -完成 した店舗を開発会社 より取得経営を行う.

商美娯楽施設 (民有地 ) マスタープラ)にあわせるよう 浜地は,開発利益配分 を考慮 した 地主が経営までする場合自力 (共

を指導行政○ 駕 孟悪霊鶴 笠晶壷を通用する○ 同種集 も考慮 )又は,住宅公団に上る市街地施設付住宅制度を利用す る○その他で比,売却,ビ ,̂経営をどがあ りrうる｡



003)

B :建物建築費単価

L :土地取得費単価

r 二不動産利回 り率 (08- 1.2 家賃 /投 資 と考える )

Vg :ク ロス容析塞 (JL キンクを含む敷地面横に対する容横率 )

vn :ネ ッ ト容凍寒 (J1- キングを除 く敦地面掛 二対する容凍寒 )

条件式 C･α ･q≧(B+L･1/Vg)･r上b

L･r
Vg≧ C･a･q-a

面積 当 りの可能駐車場 面研率 をp とすると

P ≦ 1/Vg - 1/Vn

地価対容積率計算図表に よD,Vg を求めれば,敷地 の うち駐車場の用途に供することのでき

るスペースが算出できる○
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参考 資料

ここでは ,都市開発事業実施にあた って商業施設その他 の建設運営にあたるために設立され

た,あるレ叫ま設立 され ようとしてh る○公的性格 をもったディベ ロバー としての開発会社の例

を示す ことにするo
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□ 鹿島都市閑発株式会社

1 会 社 の 商 号 鹿島都市開発株式会社

2 本店 の所在地 水戸市三の丸 1丁 目3番 2号 林業会館内

3 設 立 年 月 日 昭和 44年 7月 7日

4 ~会 社 の El的

鹿島地域にかける都市開発及び環境整備を主たる対象 として,次の事業 を営むことをE]的と

するo

(I) 住宅及び付帯施設の用地の造成 ,管理 ,譲渡及び貸借o

m 住宅及び付帯施設の建設,管理 ,譲渡及び貸借｡

(31 公園,緑地等 レク1)エ-ツ ヨ ン施設の造成 ,管理及び譲渡

(4) 購買施設の建設,管理 ,譲渡及び貸借o

(5) 運輸施設,流通施設及び駐車施設の建設,管理 ,譲渡及び貸借○

(61 給排水施設の建設 ,管理 ,譲渡及び貸借｡

(7) その他地方公共団体等の施設の管理業務の受託o

(8) その他都市開発及び環境整備に必要な諸施設の建設 ,管理,譲渡及び貸借｡

(93 前各号に関連する用地の取得 ,施設の帯封及び施=監理o

qO 前各号に付帯又は関連する一切の事業｡

5 資 本 金 援権 資本 850,000千円

払 込饗本ゝ金 212,500千円

7. 出資者及出資額 茨城県 100,000千 円 471帝

鹿島町 ,神栖村,波崎町, 6,000千 円 28虜

住友金属=業 ,三菱油化 ,旭硝子 ,鹿島石油,昭和産業 ,信越化学=菜,武田薬品=業 ,大

日不 インキ化学工業,日本合成 ゴム,日本製鋼所 ,三菱化工機,旭電化工業 ,鹿島 アンモニア,

鹿島ケミカル,鹿島 日本 ステレス,鍾測化学=業 ,倉敷 レイヨン,大 日本塗料,東急 エビス産

莱 ,東京電力,日立化成こ工業 ,三菱江戸川化学 ,三菱金属鉱業 ,′J､野田セメン ト,鹿島塩 ビモ

ノマ,鹿島北共同発電,鹿島電解,鹿島南共同開発,京成電鉄,住友商事 ,丸紅飯田,三井不

動産 ,三菱商事,常陽銀行 ,関東銀行,日本長期信用銀行 , (計 36社 )

106,500千 円 501蕗
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7. 当面の事業計画

(I) 土 合 ケ原住宅団地 造成

規模 150ha 計 画人 口 2万人

(2) 共同 ビル建設

規模 ,'延 20,0007n'

計画内容 事務室 ,会議室,ホテル,ホール,商店 ,その他
(

(3) トラック流通団地造成

規模 16ha

主要施設 駐車場 ,野積場 ,管苦棟,プラットホーム,その他
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□ 新都市センター株式会社 (仮称 )(多摩ニュータウン)

1 設立年月日 昭和 44年 9月 (予定 )

2 会社の目的

(1) ニュータウン中心駅前など枢要な地区に ショッピングセンタ-,サー ビスセンター,文化

センター,娯楽 センター等の施設建設 を人 口定着 ,状況に応 じて行 う○

(2) 上記諸施設の利用上必要 となる駐車場,歩行者専用路,買物広場,地域冷暖房等の利便施

設の建設を行 うo

(3) 前 2項の諸施設の賃貸経営及び管理

3 資 本 金

授権資本 12億円 (設立時 )

当初発行株式 3億円

4 出資者及 出資後

日本住宅公団 100.000千 円 333留

金融機関 (特殊銀行 3,信託銀行 7.生命保険会社 20,都市銀行 15)

180.000千円 600感

公益事業関係 2 20000千 円 6.7車
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